
産業

88

第
六
次
函
南
町
総
合
計
画

前
期
基
本
計
画

総 論

1

2

3

第3章　基本目標と取り組み

将
来
都
市
像
の

実
現
に
向
け
て

基
本
計
画
の

施
策
体
系

基
本
目
標
と

取
り
組
み

基
本
目
標
１ 

環
境
・
防
災

基
本
目
標
２ 

社
会
基
盤

基
本
目
標
３ 

健
康
・
福
祉

基
本
目
標
４ 

教
育

基
本
目
標
５ 

産
業

基
本
目
標
６ 

交
流
・
に
ぎ
わ
い

基本目標 5 活力とゆとりを生み出す産業づくり

農林業振興

1. 農林業基盤の整備

社会的な潮流と課題

農業は、専業農家の減少、農業従事者の高齢化、
担い手不足や農地の荒廃化が問題となっており、新
規就農者支援、農地集約化等の取り組みを推進し
ています。また、食糧自給率の向上を図るため戦略
作物の生産拡大を推進しています。
林業は、森林の適正な管理と山林の保水能力向
上を目的とした整備が必要となっています。

解決に向けた町の取り組み

農業は、担い手不足や平坦地域の都市化等によ
り、農家戸数は減少傾向にあります。
今後は、農地の荒廃により、自然環境保全・水
源かん養等、町民の生活環境へ及ぼす影響は大き
なものとなることが懸念されています。有害鳥獣
による農作物被害も増加し、今まで以上に農地の
適正な維持・管理と新たな担い手を支援する施策
が必要となっています。
また、農地を水害から守るための施設が更新時
期を迎えており、検討する必要があります。
林業では、町内の広大な森林地域は水源のかん
養等の機能を果している一方で、身近な森林で竹
林が拡大するなど、計画的な森林整備の促進と適
正な管理に努める必要があります。

基本方針

 ● 農業活性化のため、担い手の育成に努めます。

 ● 農地の利用集積を進め、経営耕地面積の拡大
を推進します。

 ● 農地、湛水防除施設等の適正な管理に努めます。

 ● 先進技術等を導入し、生産性の向上を図ります。

 ● 森林資源の整備促進や保全の支援に努めます。

施策の基本方向

（1） 農業の経営安定化
（2） 農業環境整備の推進
（3） 環境保全型農業への誘導
（4） 新技術導入の推進
（5） 酪農振興と有機肥料の利用推進
（6） 森林整備の促進支援

主要事業

 ▼ 農業経営体強化事業

 ▼ 農業生産基盤整備事業

 ▼ 基幹水利施設補修事業

 ▼ 遊休農地解消対策事業

 ▼ 鳥獣被害対策事業

 ▼ 間伐事業への支援

 ▼ 放置竹林対策の検討

協働の視点

農地の適正な管理を行いましょう。

新規就農者へ支援を行いましょう。

林地の適正な管理を行いましょう。

めざす目標

農地集積面積

現状数値（2016年度） ・・・・2.7ha
目標数値（2026年度） ・・・ 34.6ha
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2 . 連携による農林業の振興

社会的な潮流と課題

農業構造の改革として、国内外の新たな需要を取
り込んだ農業や食品産業の成長産業化を進める産
業政策と構造改革を後押しするとともに、農業・農村
の多面的機能を発揮した地域政策を進めています。
農業の 6次産業化は、１次産業の農業と２次産

業の製造業、3次産業の小売業等の事業が総合的
に一体化して推進を図り、地域資源を活用した新た
な付加価値を生み出すもので、近年の重要な取り
組みといえます。
林業では、地場産木材の利用促進やバイオマスエ

ネルギーの推進等、成長産業化が進められています。

解決に向けた町の取り組み

農業は、安定した所得が得られないことが担い
手不足の一因となっており、町内の農協と協力し
スイカ・牛乳といったブランドイメージの高い農
産物を中心に各地に情報発信しています。平成
28年度からは、函南ブランドの認定品やふるさ
と納税の返礼品に町の農産物を取り入れ、より広
範囲に情報発信を行っています。
農家の所得向上、経営安定を図るため、今まで

以上に業種の枠を超え関係機関と連携し、農業の
６次産業化や農産物（加工品）のブランド化を推
進する取り組みが求められています。
林業は、豊富な森林資源を有効活用した成長産

業化への取り組みを検討する必要があります。

基本方針

 ● 道の駅と連携した農業の６次産業化や観光型
農業の取り組み、市場性の高い作物の生産等
により安定した農業経営を推進します。

 ● 新たな農業商品の開発や販路の開拓に対する
補助金等の活用を支援します。

 ● 地産地消とブランド化による農産物の消費拡
大に努めます。

 ● 森林資源の有効活用について検討します。

施策の基本方向

（1） 農業の 6次産業化および観光型農業の推進
（2） 農産物のブランド化および情報発信の支援
（3） 効率的な農産物流通システムの確立
（4） 森林施業の促進支援

主要事業

 ▼ 農業の 6次産業化と観光型農業推進事業

 ▼ 農産物ブランド認定事業（函南ブランド）

 ▼ 農産物（加工品）の販路拡大支援

 ▼ 公共施設等での地場産木材の利用検討

協働の視点

高付加価値の農産物を作りましょう。

農産物を活用した加工品を作りましょう。

農産物の地産地消に努めましょう。

県産材を利用しましょう。

めざす目標

農業の 6次産業化（観光型農業）関連施設数※

現状数値（2016年） ・・・・・・・・・・0
目標数値（2026年） ・・・・・・・・・2

※ 観光農園数函南ブランドに認定された函南西瓜
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観光振興

1. 地域資源を活かした観光振興

社会的な潮流と課題

日本を訪れる外国人観光客は年々増加し、最近
では地方を訪れる外国人観光客も見られます。ま
た、2020年東京五輪自転車競技等、国際的なイ
ベントの開催が予定されています。
県内の文化・自然では、富士山世界文化遺産登
録、韮山反射炉の世界文化遺産登録、伊豆半島ジ
オパークの世界認定に向けた手続きを進めるな
ど、世界に誇る資源が静岡県東部や伊豆地域には
存在し、これらを活用したインバウンド観光への
対応が必要となっています。

解決に向けた町の取り組み

町内には、国の重要文化財である阿弥陀三尊像
等を展示する仏の里美術館、かんなみ猫おどりや
国民保養温泉の畑毛温泉、十国峠等、多くの文化・
イベントや自然資源があり、全国的にこれらの観光
資源の認知度をさらに高めていく必要があります。
これらの観光資源の活用に加え、町内で生産し
た農畜産物を利用した食の提供や加工品の開発等
を推奨し、道の駅から全国に向け情報発信して観
光客を町内へ誘導し、町内での消費拡大を促して
いくことが必要となっています。
そのために、観光協会や町内の各種産業の連携と
伊豆半島の近隣市町との連携が重要となっています。

基本方針

 ● 世界に誇れる歴史・文化・農林水産資源を活用
した観光資源を創出します。

 ● 国内外からの交流人口を増加させ消費を拡大
し、地域経済の活性化を図ります。

 ● 近隣市町と連携した観光振興を図ります。

施策の基本方向

（1） 町内観光資源のPRの充実および拡充
（2） 町内の各種観光イベントへの支援
（3） 国際的スポーツイベント等を活用した外国

人観光客の誘致
（4） 美しい伊豆創造センター、伊豆道の駅ネッ

トワークとの連携

主要事業

 ▼ 富士山、駿河湾等の眺望ポイントの充実、誘導

 ▼ 観光施設への誘導施設の充実

 ▼ 観光施設のWi-F i環境の充実

 ▼ インバウンド観光の受け入れ環境の充実

 ▼ かんなみ猫おどり等のイベント支援

 ▼ サイクルツーリズムの推進

 ▼ 広域連携による観光イベントの実施

 ▼ 伊豆半島ジオパークの世界認定に向けた事業展
開

協働の視点

町の歴史や文化、観光地について学び、町の魅力
を発信しましょう。

伊豆半島ジオパークを学習し、説明できるように
しましょう。

外国人観光客を温かく迎えましよう。

めざす目標

観光入込客数（年間）

現状数値（2016年度） ・・・700,000人
目標数値（2021年度） ・・ 1,400,000人
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2 . 道の駅・川の駅を活かした観光振興

社会的な潮流と課題

伊豆半島の観光交流客数は、平成に入ると減少
傾向を示してきました。しかし、近年、東駿河湾
環状道路の函南塚本ICまでの開通、新東名高速
道路の県内区間の開通および圏央道が東名高速道
路厚木ICに接続するなど、高規格道路ネットワー
クが充実したことにより、伊豆半島は首都圏や中
京圏から身近な観光地として認知されるようにな
り、観光交流交通量も年々増加しています。今後
も伊豆縦貫自動車道の整備がさらに進むことによ
り、首都圏からの日帰り観光地としても観光交流
客が増加することが見込まれています。
伊豆半島の市町では、各地域の特色を活かした

魅力を情報発信するとともに、観光交流客の受け
入れ態勢を充実していくことが必要となっています。

解決に向けた町の取り組み

町には、緑豊かな自然に加え、世界に誇れる富
士山、駿河湾の美しい眺望景観や貴重な文化財等
が点在しています。また平坦地域におけるイチゴ
やトマト、丘陵地におけるスイカ、丹那盆地にお
ける牛乳や乳製品、箱根西麓における露地野菜等、
豊富な農畜産物の特産品があります。これらの地
域資源を函南ブランドとして、全国に向け情報発
信していくことが重要となっています。
新たな交流拠点である道の駅「伊豆ゲートウェ

イ函南」・川の駅から、これらの地域資源をPR
するとともに、町内の農産物を利用した食を提供
するなど、各種の分野が連携をして観光振興につ
なげていくことが必要となっています。

基本方針

 ● 道の駅を拠点とした観光情報の発信・充実を図
り、交流人口の増加を目指します。

 ● 道の駅周辺に観光農園の開園実現を目指します。

施策の基本方向

（1） 道の駅を拠点にした函南の魅力の情報発信
（2） 道の駅周辺の観光農業の推進
（3） 道の駅を活用した体験型イベントの企画
（4） 道の駅と川の駅との連携の強化

主要事業

 ▼ 道の駅からの函南ブランドの情報発信および販
路拡大の推進

 ▼ 道の駅で地場産品を活用した食の提供メニュー
の開発

 ▼ 狩野川河川空間等を活用した各種イベントの開催

 ▼ 水防多目的センターとかわまちづくり事業の施
設整備と管理運営体制の確立

協働の視点

道の駅・川の駅を町外にPRしましょう。

道の駅・川の駅を利用しましょう。

めざす目標

道の駅・川の駅利用者数（年間）

現状数値（2017年度予測） ・・・・ 60万人
目標数値（2021年度） ・・・・・ 100万人

道の駅総売上額（年間）

現状数値（2017年度予測） ・・・・・3億円
目標数値（2021年度） ・・・・・・・5億円
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産業振興

1. 工業振興

社会的な潮流と課題

我が国では、経済低成長時代に工業製品を海外
で製造する傾向にありました。しかし、近年では
その製造場所を国内生産に戻す傾向にあり、国内
のものづくりが再評価されるなかで、日本ならで
はの「ものづくり」に注目が集まっています。
先端設備の活用や人と機械の棲み分けを背景
に、高い生産性や高付加価値製品の生産を実現す
ることで、国内基盤の維持とともに、アジア等に
おける将来的な労働コスト上昇への対応が求めら
れています。 

解決に向けた町の取り組み

町内の企業の多くは住宅地に点在し、住工混在
型の土地利用を形成しています。そのため、工場
を集約する工業団地について検討し、住工混在の
解消に努め生産性の向上を図る必要があります。
また、東駿河湾環状道路の開通により飛躍的に
向上した交通輸送網を活用し、商工会と連携して
既存企業の育成強化を図るとともに、新たな企業
誘致を推進することも重要になっています。

基本方針

 ● 特色ある工業基盤の誘導を図るとともに、既
存企業の経営の安定化、経営技術の向上と強
化の推進を支援します。

 ● ファルマバレープロジェクトと既存企業のビ
ジネスマッチングの推進を支援します。

 ● 東駿河湾環状道路IC周辺における工業基盤整
備の可能性を調査検討します。

施策の基本方向

（1） 既存企業の振興
（2） 企業立地・企業集積の基盤整備調査
（3） 商工会と連携した後継者の育成支援

主要事業

 ▼ 商工会と連携した人材育成の支援

 ▼ ファルマバレープロジェクトと地元企業の連携
支援

協働の視点

産業活力を創造し新たな発展を目指しましょう。

めざす目標

工業製造出荷額（年間）

現状数値（2014年） ・・・・ 258億円
目標数値（2021年） ・・・・ 265億円
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2 . 　商業振興

社会的な潮流と課題

全国的に郊外大型店の台頭に伴い、中心市街地
の衰退が深刻化しています。また、近年では物流
の発達によりインターネット通販等のシェアが増
え、商品の多頻度化・小口配送化がされています。
超高齢化に伴い自動車による移動が困難となる

住民が増加するなかで、歩いて暮らせるまちづく
りとしてコンパクトシティの概念が打ち出され、
「まちなか」への生活利便施設の立地が求められ
ています。

解決に向けた町の取り組み

町では、商工会等と連携して中心市街地でかん
なみ猫おどり等のイベントを開催し、集客を図る
取り組みへの支援を行っています。
今後も商工会等と連携して各種のイベントや機

会を活用し、大型店舗と小売店舗が共存できる魅
力ある商店街の発展に努める必要があります。
また、道の駅の開業により地域資源活用が期待

されており、町の地域資源を函南ブランドとして
認定し、全国に向けてPRすることでさらなる認
知度の向上・販路拡大等の支援を行っていく必要
があります。

基本方針

 ● 地域資源を活用したオリジナル商品等の開発
を支援し、魅力ある個店やにぎわいのある商
店街の形成に努めます。

 ● 東駿河湾環状道路の開通による流通機能の向
上を活かし、商業施設の誘致を推進します。

施策の基本方向

（1） 既存商店街の活性化
（2） 商業地域の集積化の調査
（3） 商工会と連携した人材の育成

主要事業

 ▼ 商工会と連携した人材育成の支援

 ▼ 魅力ある個店、にぎわいのある商店街の形成

 ▼ 地域資源を活かした商品開発の支援

 ▼ 観光施設等と連携した商店街への回遊性の創出

協働の視点

産業活力を創造し魅力とにぎわいをつくりましょ
う。

地元特産品の魅力を再認識し積極的な購入とＰＲ
をしましょう。

めざす目標

函南ブランド認定件数

現状数値（2016年度） ・・・・ 17件
目標数値（2026年度） ・・・・ 77件

商業販売額（年間）

現状数値（2014年） ・・・・ 430億円
目標数値（2021年） ・・・・ 460億円

函南ブランドに認定された商品の一部
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3 . 新産業の育成

社会的な潮流と課題

我が国の経済再生には、労働生産性の向上が不
可欠とされています。IT投資と人的資本投資等
を効率的に組み合わせ、成長力を高める取り組み
が求められています。
加えて、人口減少下において経済成長を実現す
るためには、地域の成長が不可欠であり、魅力あ
る雇用や雇用環境の整備を行うことで人材の集積
を図り、地域の労働生産性を高めていくことが求
められています。

解決に向けた町の取り組み

町では、東駿河湾環状道路が整備されたこと
で、物流や経済交流の拠点機能が飛躍的に向上
しました。
さらに、ファルマバレープロジェクトを踏まえ、

環境重視型の先端技術産業や医療系企業、無公害
企業の進出等、企業立地基盤整備の積極的な推進
に努める必要があります。
企業間交流等をはじめとして、企業が事業活動
を行いやすい環境づくりに取り組むことが重要と
なっています。
静岡県では「地域再生計画」を認定し、地方拠
点強化税制の支援措置を活用し、企業の本社機能
の移転等促進を進めているところです。町でも、
固定資産税の不均一課税制度の創設に向けた調
査・検討をすることが必要となっています。
企業誘致を効率的に進め、安定した雇用の創出
を図るため、県と町の連携や産官学の連携を推進
していきます。

基本方針

 ● 企業誘致基盤を整備し企業誘致を推進します。

 ● 産官学の連携による新産業の創出に取り組み
ます。

 ● 国、県等との連携による各種制度の情報収集
と活用をします。

 ● ファルマバレープロジェクトに伴う新産業の
育成を目指します。

施策の基本方向

（1） 企業誘致基盤整備の調査・検討および実施
（2） 企業誘致に伴う税制・補助金等優遇策の調

査・検討

主要事業

 ▼ 県と連携を図り、企業立地基盤整備の推進

 ▼ 企業の新たな雇用創出への支援体制の充実

 ▼ 起業による雇用創出への支援の推進

 ▼ 町の地域資源を活かした新たなビジネスチャン
スの拡大支援

協働の視点

企業の成長に挑戦し、雇用確保を推進しましょう。

めざす目標

新産業の企業数

現状数値（2016年度） ・・・・ 0企業
目標数値（2026年度） ・・・・ 5企業
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4 . 　就労の確保

社会的な潮流と課題

現在我が国では、有効求人倍率が 1.0 を上回
り就業機会は増加傾向にあります。
一方、労働環境は、情報通信技術の発達ととも

に働き方も多様化していると同時に、女性が働き
やすい環境づくりを通じて、女性の活躍を促進す
ることも求められています。
そのため、求職者の適切な情報提供を行い、企

業誘致や雇用確保に加えて就労能力・技術を持っ
た人材育成を図ることや職場環境の改善・向上を
図ることが不可欠であるといえます。

解決に向けた町の取り組み

町で生まれ育った若者が、就学・就業のタイミ
ングで転出する傾向が見られ、UIJターン等の若
者への就労支援が不可欠となっています。
そのため、企業を誘致し雇用の場所を確保する

とともに、若者等の求職者への情報提供を推進す
る必要があります。

基本方針

 ● 就業に関する情報提供や若者へのUIJターン
就職への就労支援等、雇用機会の拡充を図り
ます。

 ● 雇用の安定化を図るための各種制度の周知を
図ります。

 ● 職業安定機関との連携や職場環境等の労働者
を取り巻く環境整備に努めます。

 ● 女性の社会進出や活躍を促進し支援します。

 ● 障がい者の就労を支援します。

施策の基本方向

（1） 雇用の場所の確保
（2） 求人情報の積極的な提供
（3） 職業能力の向上等職業安定機関との連携
（4） 女性や高齢者、障がい者の就労支援や活躍

の場の創出

主要事業

 ▼ 関係機関と連携した雇用機会の創出および充実
 ▼ 就業に関する情報提供

協働の視点

求職者への適切な情報提供をしましょう。

女性が働きやすい職場環境づくりに努めましょ
う。

めざす目標

事業所数

現状数値（2014年度） ・・ 1,440事業所
目標数値（2021年度） ・・ 1,465事業所

町内民営事務所従業者数

現状数値（2014年度） ・・・ 11,551人
目標数値（2021年度） ・・・ 12,000人

町内の製パン工場


